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研究成果の概要（和文）：本研究は、量的調査と質的調査から構成された。量的には日本のIB校を対象に質問紙
調査を実施し、質的には教員に対するインタビューを実施した。コロナ禍でインタビュー調査はオンラインにな
ったが、IBDP校の教員が数名、協力して頂いた。この量的調査と質的調査を合わせて統合的な分析を実施した。
分析結果としてはまだ途中であるが、IB生と非IB生を比較して、国際性の習得や探究的な学習態度、スキルの習
得状況が確認された。
今後、当該校の調査結果を基にフォローアップの調査を実施する計画である。

研究成果の概要（英文）：This study consisted of a quantitative and a qualitative survey. 
Quantitatively, a questionnaire survey was administered to IB schools in Japan, and qualitatively, 
interviews were conducted with faculty members. Although the interview survey was conducted online 
due to the Corona disaster, several faculty members from IBDP schools cooperated with us. This 
quantitative and qualitative survey was combined for an integrated analysis. Although the results of
 the analysis are still in process, the results confirmed the acquisition of internationality, 
inquiry-based learning attitudes, and skills by comparing IB and non-IB students.
A follow-up survey is planned to be conducted in the future based on the results of the survey at 
the school in question.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の社会的意義としては、IB教育の効果を実証的に明らかにしたことである。これまでIBプロファイルとい
うIB教育の目標があたかもIB教育の明示的な効果であるように喧伝されてきたが、本研究ではそれを実証的、か
つ学術的に明らかにしようと試みたものである。コロナ禍に見舞われたため、十分な研究が遂行出来なかったも
のの一定のデータは収集出来たため、今後の研究フォローアップを実施していき、IB教育の効果を多角的に析出
していく予定である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

グローバルな知識経済への対応の必要性を背景として、世界中で、学校教育における

コンピテンシー育成の必要性が掲げられている(松下 2010)。そこには、従来の「学力

観」の揺らぎを見て取れる。すなわち、学校教育において、「学力」をはじめとする基

本的な認知能力だけでなく、コミュニケーション能力やチームワーク、他者への共感性

等を含む非認知能力を習得させる必要があるとの認識が、各国で共通してなされている

のである。日本で IBを普及させる背景にも、「従来の『学力』を超えた能力育成を志向

する IB」との認識が存在した。しかしながら、本当に IBは非認知能力を育む教育プロ

グラムなのだろうか。 

また、IB は、非認知能力をまんべんなく育む教育プログラムなのだろうか、それと

も特定の非認知能力を育む教育プログラムなのだろうか。この点を学術的に証明した研

究は、これまでになされていない。そこで、本研究において、これらの問いを探究する

ことにより、日本における IB教育政策の是非を問うことに加えて、世界的な能力政策

における IBの位置付けを明確化することを試みる。 
 
２．研究の目的 

本研究は、国際バカロレア(International Baccalaureate: IB)の教育効果を実証的に析出

することにより、「IBコンピテンシー」の明確化に寄与することを目的とする。特に、非認

知能力が如何に育成され得るかを、IB コースと普通コースの生徒を対象として比較・検証

した。 

1980年代以降、世界中で、従来の「学力」の範疇に収まらない、所謂「新しい能力」が

教育目標に掲げられるようになった(松下佳代、2010、『<新しい能力>は教育を変えるか―

学力・リテラシー・コンピテンシー―』)。日本では、2013年以降、IBの普及・拡大が図ら

れているが、その背景には、IB が従来の「学力」試験では測り切れない能力育成を志向し

た教育プログラムであり、IB を活用して、日本の教育政策に対する示唆を得るという目的

が存在した。しかしながら、日本では IB 校が徐々に増加しているものの(2018 年 10 月現

在、59校)、IB教育の効果を実証的に問う研究や、なぜ IB教育の効果がもたらされるかを

明らかにした研究は、存在していない。そこで本研究では「エビデンスに基づく政策」が求

められていることを踏まえて、1IB教育の効果を「学力」ではなく、非認知能力に焦点を当

てて実証的に検証すること、2その効果がもたらされる全体構造を明らかにすること、以上

2点の研究課題を設定した。そして、本 2点の研究課題の解決を通じて、学術的、実践的に

IBコンピテンシー(IB教育を通じて実際に習得されるコンピテンシー)を析出、明確化する

ことを目的とした。 
 
３．研究の方法 

研究方法としては、IBの教育効果を量的・質的アプローチから実証的に検証する。なお、

研究組織体制については、IB 教育研究において実績のある研究チームが組まれ、さらに研

究対象(IB校の IB生ならびに非 IB生)へのアプローチ体制が既に整っていた。 

まず、量的アプローチとして、IB 校(茗渓学園中学校高等学校:平担当、玉川学園高等部:

江里口担当、東京学芸大学附属国際中等教育学校:花井担当)に所属する IB生と非 IB生を対

象として、尺度を用いた能力測定を実施し、結果の比較・追跡を実施する。測定を実施する

のは、1プレ IBの地点として、研究 1年目の 9月末(対象生徒:高校 1年生)、2研究 2年目



の 9月末(対象生徒:高校 2年生)、3研究 3年目の 9月末(対象生徒:高校 3年生)の 3地点で

ある。このように追跡調査を実施することにより、IB 教育の効果の有無を実証することが

できる。使用する尺度に関しては、応募者ならびに研究協力者間で、IB で育成が目指され

ている能力との妥当性を十分に検討した上で、既存の尺度を活用した実証的検証を行う。既

存の尺度として、例えば、「共感性」を測定するための登張(2003)による青年期用多元的共

感性尺度など、応募者は、既に IBの教育効果を測定するのに適切、かつ信頼性・妥当性の

ある尺度をいくつか確認している。 

さらに、本研究では、量的アプローチと質的アプローチを組み合わせた「混合研究法」を

採用して、IB教育の効果検証を試みる。当事者としての IB生、非 IB生、ならびに IB教

員等を対象としたインタビュー調査の実施、ならびに IB校での授業観察を実施し、左記の

量的アプローチによる分析結果と組み合わせる、「なぜ、IB教育は、非認知能力の育成を促

す/促さないのか」、「IBカリキュラムのどの側面が、非認知能力の育成を促すのか」といっ

た問いに関する考察を試みる。 

 
４．研究成果 

本研究は、量的調査と質的調査から構成された。量的には日本の IB校を対象に質問

紙調査を実施し、質的には教員に対するインタビューを実施した。コロナ禍でインタビ

ュー調査はオンラインになったが、IBDP校の教員が数名、協力して頂いた。この量的

調査と質的調査を合わせて統合的な分析を実施した。分析結果としてはまだ途中である

が、IB生と非 IB生を比較して、国際性の習得や探究的な学習態度、スキルの習得状況

が確認された。 

今後、当該校の調査結果を基にフォローアップの調査を実施する計画である。 
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